
１．はじめに 

設計照査 

性能照査型設計法が普及しはじめ、示方書の

規定は、レベル２の大地震に対して、落橋し

ないこと、すみやかに復旧すること、といっ

た性能を満足すれば、設計方法は問わないと

いう形となっている。これに対して設計はな

るべく簡潔であり、かつ信頼のあるものが望

ましいわけであるが、そのような優れた設計

法はいまだ見つかっていない。今のところ照

査の精度でいえば、橋脚をシェルでモデル化

し、隣接上部工もモデルに取り込み、複合非

線形性を考慮した時刻歴応答解析を行うこと

が最善と考えられるが、実際にそのような解

析を既存の全橋脚に実施することは現実的で

はなく、設計のスピード、コストを考えれば、

レベル２に対しては骨組みプッシュオーバー

による照査で性能確認ができることが望まし

い。いずれにしても要求性能を確認する最低

限の簡潔な照査法への要望は非常に大きい。

また、照査は同一の方法により行い、定量的

な評価結果を示すことが、維持管理上望まし

い。このような簡潔で信頼性のおける耐震照

査基準の提案を本ＷＧの目的とした。しかし、

橋脚の耐震照査法そのものが、統一されてお

らず、また、提案されている方法も、いくつ

かの問題を含んでおり、その精度の確認は難

しい。本委員会では鋼製脚の大地震時（レベ

ル2）の照査法とそれらの問題点を調査し、既

設鋼製脚の大地震時耐力照査法の素案作成を

試みた。その成果を報告する。  

隅角継手の溶け込みが不十分な橋脚の大地

震時の安全性を精度よく簡便に照査する場合、

部材の一部に降伏を生じることから、材料の

非線形を考慮した解析が要求されるが、現実

には大地震時の橋脚の破壊は不完全な溶接部

の破壊、場合により脆性破壊が引き金となる

場合があり、このような現象は、旧来の耐震

照査では考慮されていない。脆性破壊に対し

ては材料のシャルピー値等が基準に規定され

ているが、具体的な照査については土木以外

の分野においても例が見つからず、試案とし

て提案されているされているWES2808を参考

に、隅角部の照査例を示した。 

本報告では耐震照査法の骨格と、照査におけ

る問題点を中心に、骨組みモデル、３次元シ

ェルモデルによるプッシュオーバー解析の比

較、上部工のモデル化の影響、プッシュオー

バーと時間積分法の比較（骨組み）、非線形

材料モデルの影響（Ｍφ、ファイバー）、脆

性破壊の照査法、などについて検討した結果

について一部を報告する。 

２．鋼製橋脚の耐震照査法 

2.1 新設橋脚の耐震照査 

レベル２地震に対する隅角部耐荷力照査に

ついては、Ｈ8年12月に改訂された道路橋示方

書耐震設計編では、新設橋においては設計荷

重を超える大きな地震が作用しても脆性的な

破壊が生じないように靭性の向上やエネルギ

ー吸収性能を高め地震時変形性能を確保する

ことが要求され、そのための照査法として非
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線形動的解析を用いた設計法が提案されてい

る。現在の道路橋における構造物の耐震設計

では考慮する地震力としてレベル１地震動と

レベル２地震動、レベル２地震動については

タイプⅠ（プレート境界型）とタイプⅡ（内

陸直下型）を考慮し、これに対して橋梁構造

を２種類（A、B）に分類し、各々の橋梁に対

して、地震のレベルに応じた要求性能の目標

を定めている。大地震を想定した照査がレベ

ル２地震に対する照査である。ここでは、材

料の塑性化、変形も考慮し、崩壊の危険性ま

でを照査し、回復が困難な、深刻なダメージ

を受けないことを確認する必要がある。この

照査は、材料非線形性以外に、鋼製橋脚の耐

荷力が板、部材の変形、座屈により低下する

する場合には、幾何的非線形性を考慮したFEM 

を実施する。耐震性能２は、繰り返し荷重を

受ける橋脚の水平荷重－水平変位履歴の包絡

曲線で示すと、図1のように示される終局点を

超えないことと規定出来る。αについては例

えば0.95などが提案されている[3]。 

   
図 1  耐震性能2 

本ＷＧ では、このようなレベル２地震に対

する既設橋脚の面内方向の照査方法について、

骨組みとシェルモデル、線形、非線形性の考

慮、プッシュオーバー解析と時刻歴応答解析、

といった、いくつかの解析手法について、そ

の違いと原因に関し調査を行った。 

2.2 既設橋脚の耐震照査 

耐震設計上、隅角部については、余裕をもっ

て設計されており、実験、非線形シェル解析

等の結果を見ると塑性ヒンジは隅角部以外に

先に発生する。しかし、これは溶接部が完全

であるモデルによる解析結果であり、隅角部

の十字溶接に未溶着、大きな溶接欠陥が残さ

れていたり、のど厚が部材板厚より小さい場

合には、溶接部が静的、あるいは動的に破壊

する危険性がある。このような照査はこれま

での橋脚の照査には含まれず、本報告書で照

査法を提示した。 

大地震時の耐荷力照査において、古い橋脚は

新設脚と比較して以下のような相違が考えら

れる。当時の設計図書を調査し、現在との相

違を把握して耐震照査を実施する必要がある。 

1) 製作時の欠陥・製作誤差 

実構造の溶接内部に大きな未溶着、溶接欠陥

が内在している場合、溶接継ぎ手が地震時に

設計で想定した力以下で破壊する可能性が考

えられる。また、製作性の問題から溶接が当

初の設計と変更されている場合もある。例え

ば、のど厚が板厚相当分確保されている隅肉

のように静的な応力に対しては問題のない継

ぎ手などである。実際の溶接状態に対して照

査を行う必要がある。 

2) 機能劣化 

設計当初からの劣化：機能不全の支承、亀裂

の生じた部材、損傷、ひび割れの生じた床版、

不等沈下など、経年で変化する特性も考慮す

る。可動支承の錆等による固化、脚の沈下等

が判明している場合にはこれらの影響も含め

て照査を行う必要がある。 

3) 設計モデルの相違 

脚内充填コンクリートとの合成、非合成、重

量などが設計での仮定と相違する場合は修正

する。耐震照査においては、上部工をモデル

化し、橋脚の耐震照査を行う場合には重量の



分布（高さ、平面位置）、剛性が照査結果に

影響する。特に上部工重量については、これ

を支承位置における集中マスとしてモデル化

する方法、梁で隣接径間をモデル化する方法、

荷重として考慮する方法など、いくつかの方

法が考えられる。それぞれについて水平２方

向の剛性、マス分布、回転慣性等などが影響

するが、モデル化には限界がある。動的解析

においては、特にその影響を把握しておくこ

とが望ましい。 

4) 実構造に生じる不静定力、応力集中 

力学的不静定構造である橋脚は、地盤沈下、

温度変化、製作・架設誤差により設計想定値

以上の不静定力が発生している。しかし、こ

の力も大地震時の材料の塑性化による再配分

を考慮した場合、このような内的平衡応力は

耐荷力には大きく影響しないともいわれてい

る。また、構造物の崩壊には局部的な応力集

中などの影響は小さい。ただし、上部工反力

の違いなどは構造物の耐震挙動に影響を及ぼ

すことから、照査結果が危険側とならないよ

うに配慮する必要がある。 

5) 完成後の補修・補強の影響 

基部コンクリート充填、リブ補強などにより

保有水平耐力が向上している。隅角部の当て

板などの補強がなされている場合にはこれら

を考慮した照査とする。 

6) 設計照査方法の変化 

30 ～ 40 年前に設計された橋脚の照査に関

していえば、活荷重の状態、隅角部の設計法

も変化している。また、設計においては隅角

部は剛域として扱われたが、耐震照査におい

ては実際に近い剛性を用いるべきである。照

査方法も当時の梁理論での断面力設計に対し

て、シェアラグを考慮したが、シェル解析に

よれば正確な作用応力を算出することが出来、

また小さな補強部材の影響も考慮して応力を

算出することが出来る。しかし、３次元シェ

ル 解析による応力は、局部の応力集中を含み、

設計に用いる公称梁応力とは異なる値を持ち、

これを用いて照査する方法は示されていない。

従って、FEM応力による、照査方法について何

らかの目安が必要であり、シェルモデルによ

る溶接部の応力の算出方法の一例を提案した。 

３．照査方針 

(1) レベル２地震に対して耐震性能２の

確保を目標とした照査を行う。 

(2) 橋脚フレーム面内方向の地震に対す

る照査を行う。 

(3) 基本的な解析は以下の３手法より選

定する。 

１）骨組みPushover 解析（材料非線

形、または複合非線形解析） 

２）動的解析（骨組み非線形動解、ま

たは、１ DOF 非線形動解） 

３）その他（シェルモデルPushover 解

析等） 

(4) 隅角溶接部の脆性破壊について照査

法を示す。 

3.1 照査の流れ 

骨組みpushover 解析を実施した場合、地震

時保有水平耐力法によって、最大耐荷力をも

とめ、このときの隅角部断面力より照査に用

いる応力を算出する方法が適当と考えられる

が、場合によって動的解析により塑性挙動（塑

性回転角、残留変位、塑性ヒンジの位置）の

照査、せん断力の照査を行うことが望ましい。

この動的解析はpushover 解析により求められ

た骨格曲線を用いて実施してよい。これとは

別に、橋脚形状が複雑で、動的解析が必要と

考えられる場合には最初から骨組みモデルに

より時刻歴応答解析を実施する。この結果求

められた隅角部の断面力を用いて、隅角の照

査を行う。さらに、未溶着が残存し、その状

態が確認されている場合には、骨組み、シェ

ルの応答を用いて、溶接部の応力を求め応力



照査を行うとともに、溶接部脆性破壊に対す

る照査を行う。標準的な照査の流れを図2に示

す。 

  
図 2  基本照査の流れ 

3.2 隅角部照査の流れ 

地震時の橋脚隅角部の照査の流れを図 3に

示す。  

  
図 3  隅角部照査の流れ 

このような照査は、レベル２地震に対する応

答を部材の非線形性を考慮して解析し、その

結果を用いて照査を行うものであるが、解析

方法によっては多くの時間、手間、専門知識

が必要とされ、限られた時間と手間で、耐震

照査を行う場合には、いくつかの照査を簡略

化、省略することも必要となる場合がある。

実際の照査の流れ、その簡略化について２章

で示す。 

４．耐震照査における留意点 

 照査には弾塑性梁モデル、３次元シェルモ

デルが使用されるが、モデル化の詳細につい

ては各章にて解説するが、ここでは照査上の

留意点をまとめた。 

4.1 Pushoverと時刻歴応答解析 

レベル２地震動に対する照査（レベル２照査

と呼ぶ）方法としては、まず想定地震波を用

いた時刻歴応答解析を実施することを考える

が、時刻歴応答解析には解析時間がかかる上

に、膨大な出力データの中から、照査ステッ

プを決定し、そのステップの変位・応力を取

り出し照査を行うという煩雑な作業が必要と

なる。対してPushover解析は、解析は単調増

加荷重に対する応答計算であり、照査が簡略

化で、また外力の大きさと橋脚の挙動が連続

的に対応しているため、結果が力学的にも理

解しやすい。しかし、Pushover解析は照査す

る橋脚の最大応答発生時の変形モードが時刻

歴応答、Pushoverで大きく変わらない場合に

利用出来る一種の簡易解析手法であり、一定

方向の載荷であることから、繰返しによる残

留ひずみの蓄積、Ｐ-δ履歴特性等は考慮出来

ない。通常、１層のラーメン、単柱、逆Ｌ型

橋脚については、１次振動モードが卓越する

ことから、時刻歴応答解析と同等の変形状態

で破壊するとみなし、Pushover解析が適用さ

れるが、理想としてはモード解析、地震動を

用いた時刻歴応答解析でのチェックを併用す

ることが望ましい。しかし、非線形時刻歴応

答解析を実施する場合には、橋脚を３次元シ



ェルでモデル化した場合、自由度が大きくな

り解析事態が困難となる場合がある。加えて、

膨大な計算アウトプットから、問題となる要

素の応力状態を選択する作業にも問題が考え

られる。従って非線形時刻歴応答解析は骨組

みモデルに対して実施するのが一般的と考え

られる。参考に計算時間の比較を示すと、３

次元シェルモデルによる非線形時刻歴応答解

析は、例えば５万要素のモデルでの解析を考

えると、時刻歴応答解析は１波につき１週間

弱、あるいは解析不可（パソコン）、５時間

（高性能ＷＳ）、Pushover解析は高性能ＷＳ

で２時間という例もあり、かなり高性能なコ

ンピュータが必要となる(2006年時点)。 

4.2 骨組みモデルと３次元シェルモデル 

骨組みモデルは簡易であり、構造力学的知見

を含めることにより敏速に明快な照査結果が

得られる。もちろん、梁モデル化に際して、

仮定、簡略化が必要となるし、当板等の細部

構造は反映出来ない場合もある。また、解析

ソフトによる非線形性の取り扱い方法に違い

があり、その点に関して理解が必要である。

シェルモデルは、現実の構造をより正確にモ

デル化出来るが、自由度が多くなり、非線形

時刻歴応答解析は解析自由度、時間の制約で

実施出来ない場合がある。照査に用いるモデ

ルの選択にあたってはいくつかの制約がある。

レベル２地震の照査モデルとして以下が考え

られる。 

(1) 全体骨組みモデル 

(2) 全体３次元シェルモデル 

(3) 全体骨組みモデル＋部分３次元シェ

ルモデル（隅角部） 

骨組みモデルを用いる場合、モデル化には多

くの省略、簡易化が必要で、当板等は考慮出

来ないが、自由度が小さいため、上部工、隣

接構造、地盤を含めたモデル化を行い、非線

形時刻歴応答解析を実施することも可能であ

る。従って、モデル化領域が大きい場合には、

骨組みにより着目断面近傍の最大応答時の断

面力、又は変形を求め、これを３次元シェル

による部分モデルに与え詳細応力解析を行う

(3)の方法も検討できる。(2)は最初から３次

元シェルモデルを作成し、得られた結果で照

査を行う場合で、脚単独で、全体３次元シェ

ルモデルを作成し、これにより地震時の解析

をpushover解析により行う場合に適用できる。 

4.3 照査対象とする橋脚と簡略化 

照査対象は全ての鋼製橋脚である。梁要素、

シェル要素を用いてモデル化する。 

1) 簡略化 

以下の場合にモデル化が困難な場合には、そ

の妥当性について検証した上で、簡略化を行

い照査を行う。 

・多層ラーメン、連続桁等で上部工と

の地震時の相対挙動が複雑な場合 

・丸ピア、立体隅角等で細部の応力状

態が未解明な場合の梁モデル化 

・亀裂、未溶着の状態のモデル化 

2) 評価部位（十字溶接、角溶接）と照査方法 

照査対象部位は梁柱結合部の十字溶接線（隅

角部溶接線）と隅角部に近接した梁柱の角溶

接とする。モデル化に対する基本的な考え方

をを以下に記す。 

骨組みモデル： 

欠陥等による剛性低下、当板等の補強は考慮

しないで骨組みモデルにより溶接線位置の断

面力を用い溶接位置での梁応力を算出し、溶

接部の応力照査をおこなう。応力照査には内

部欠陥、未溶着等による影響を考慮する。そ

の方法として①断面の欠損を考慮して応力増

加を計算し照査する。②未溶着を含む溶接部

の耐力実験結果を反映した耐力曲線等を用い 



判定する。モデル化の詳細については報告書

４章に示す。 

シェルモデル： 

着目溶接線近傍の要素応力を外挿して、溶接

部の応力を求め、これに未溶着を考慮した実

応力を計算し照査を行う。耐震照査において

は局部的な板曲げの影響を無視するため、照

査には板厚中心の応力を用いる。応力は、溶

接ビードの影響範囲の及ばない範囲（ビード

止端から板厚の1/2程度以上離れた点）の局部

応力を外挿した構造的局部応力を用いる。外

挿方法、ウェブからの離れ等は第５章に示す。 

５．検討課題 

5.1 幾何的非線形性の影響 

橋脚部材の地震時の挙動をみると、板の局部

座屈等が先行し耐力低下が進む場合がある。

また、水平変位が大きくなった場合に、鉛直

荷重の柱軸からの偏心により生じるモーメン

ト、いわゆるＰ－δ効果が生じる。このよう

な部材の挙動を追うためには幾何的な非線形

性を考慮した解析が必要となる。ここでは３

次元シェルモデルに幾何的非線形を考慮した

場合、考慮しない場合を比較し、幾何的非線

形性の必要性を検討した。対象モデル（図  5 ）

は１層の門型橋脚で、上部工は重量のみを考

慮して解析を行った。解析結果を図－4に示す。

まず、幾何的非線形性を考慮した場合（S1モ

デル）では荷重変位曲線のピークが求められ

ているが、バイリニアの材料非線形性のみを

考慮したモデル（S2モデル）のPushover解析

では耐力は一方的に上昇し、収束範囲でピー

クを計算することが出来ていない。ただし、

S1モデルにおいて塑性ヒンジ部に局部座屈が

生ずるのはピークを過ぎてからであり、この

意味ではピーク算出において局部座屈の影響

は小さい。 
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図 4 解析結果（骨組み及び３次元 FEM） 



  
図 5  幾何的非線形解析モデル 

残るはP-δの効果であるが、これについては

橋脚の形状等もあり、解析結果への影響につ

いて一概に評価出来ないが、今回の解析結果

を見る限り、影響はピーク付近で耐力が5～

10%低下する程度と見られる。以上より、最大

耐力（ピーク）を求めるためには幾何的非線

形性を考慮することが必要になるが、局部座

屈の影響は、一般的な脚では考慮しなくても

よく、P-δを考慮できる骨組みモデルでも解

析は可能と考えられる。また、ピーク算出が

必要無い（あるいは出来ない）場合には幾何

的非線形性を考慮しない場合には、多少耐力

が大きく計算される可能性がある。 

5.2 骨組みモデルにおける隅角部剛域の扱

い 

橋脚の設計では隅角部は剛域として扱われ

るが、レベル２地震に対する照査での扱いに

ついて検討した。モデルは上部工を考慮した

立体骨組みモデルで、図  6 にモデル図を示

す。 

  
図 6  立体骨組みモデル 

剛域の設定はCase1:剛域無し、Case2:角部の

み剛域と設定、Case3:角部＋D/2の範囲を剛域

と設定、Dは梁高さとする(図  7 )。 

剛域（太線範囲）

梁

柱

張出し無し

  
図 7  隅角剛域範囲（Case2、Case3） 

結果は図-4左上の３本の曲線で示されてい

る。剛域が広いほど全体の剛性も大きくなり、

最終荷重時（計算ストップ）で変形量で15%程

度の差が見られる。次にヒンジ生成への影響

を図  8 に示す。ヒンジ位置と生成ステップ

（ステップ100=水平加速度1G）を示したもの

である。ヒンジ発生ステップは梁の上下縁に

塑性域が生じたステップとした。これは必ず

しも塑性ヒンジの生成を意味しないが、相対

比較用として見ると、剛域設定がヒンジの生

成順序、生成ステップに大きく影響している

ことがわかる。 

  
図 8  ヒンジ位置と発生ステップ 

剛域範囲については、実態に合わせることが

重要であるが、角部はダイヤフラムにより囲

まれた密封部となり、かなりの剛性が期待さ

れることから、剛域としてモデル化すること

とした。 

また、骨組み解析においては全段面の塑性化

は解析上到達できないが、代わりの塑性ヒン



ジの定義が明らかでない。従って代わりの塑

性ヒンジの生成条件を設定する必要がある。

例えば塑性モーメントとの比、α×MYのαによ

る定義、変形角θ、φ、あるいは最外縁のひ

ずみがεyの定数倍に達する時点といった定義

付けが考えられる。 

5.3 ３次元シェルモデルと骨組みモデル 

骨組みモデルと３次元シェルモデルの違い

を調べた。対象は図-6に示す上部工を含めた

橋脚で、幾何的非線形性は考慮せず、シェル

では上部工を骨組みによりモデル化している。

結果は図-4に示している。同一の荷重1.8Gに

対してシェルが６割程度大きい変位を示して

いる。塑性ヒンジの位置についても両者異な

っている。シェルモデルについては第１ヒン

ジは水平加速度1.294G、第２ヒンジは1.568G

で発生している。塑性域の広がりを図  9 に

示す。

 

図 9  シェルモデルによる塑性ヒンジ生成 

シェルモデルでは中詰めコンクリートの上

側に塑性ヒンジが発生している。骨組みモデ

ルの塑性域生成ステップは図-8下段に示した

が、例えば剛域無しのモデルでは0.77Gで右側

基部、1.01Gで左側脚基部、1.08Gで右脚隅角

近傍の両端が降伏しているが、塑性ヒンジの

生成については明らかではないが、コンクリ

ート充填された脚基部からの降伏が先行する

点はシェルの結果と大きく異なっている。ま

た、シェルの解析でわかるように断面の降伏

はフランジよりもウェブが先行している。梁

モデルによる解析では剪断降伏が正しく評価

されない場合もあり、結果の相違について更

に詳しい調査が必要と考えられる。 

６．脆性破壊の評価 

6.1 高応力ぜい性破壊 

兵庫県南部地震では、鋼構造物にぜい性破壊

とされる破壊事例が発生した。特に建築鉄骨

の柱・梁仕口部の破壊は周辺は十分に大きな

変形を生じていたにもかかわらず、巨視的に

は延性き裂の進展がみられず、破面のほぼ全

域がぜい性破壊であった。そのため、従来の

ぜい性破壊と区別して「全断面降伏後ぜい性

破壊」または「高応力ぜい性破壊」と呼ばれ

ることもある。通常は常温域では生じないぜ

い性破壊が地震時に生じた理由として、以下

の要因が挙げられる。 

・塑性ひずみによる鋼材のじん性低下 

・高ひずみ速度による鋼材のじん性低下 

塑性ひずみを受けた鋼材は、降伏強度と引張

強度が上昇する。これは、塑性ひずみを受け

ていない鋼材の温度を下げた場合とほぼ同様

の現象である。また、高ひずみ速度を受ける

鋼材に関しても、同様に鋼材の温度を下げた

場合と同様のことが生じる。塑性ひずみや高

ひずみ速度を受ける鋼材は、その分温度が低

下したことと同様の挙動を示し、通常より脆

性破壊し易くなる。これを実温度での靭性値

挙動に直して考えると、鋼材靭性値の遷移温

度カーブが塑性ひずみや高ひずみ速度を受け

た分だけ高温側にシフトすることとなる。 

  
図 10  遷移温度カーブのシフト 

このような脆性破壊の評価については、兵庫

県南部地震後に建築鉄骨を中心に研究が精力

的に進められ、その成果は、文献[4]としてま

とめられているが、基本的な考え方は鉄鋼材



料に共通するものであり、鋼製橋脚の検討を

する場合にも参考とできることから、これを

元に高応力脆性破壊に対する照査を試みた。 

6.2 照査の手順 

(1)   地震時の構造物挙動より、破壊に先

立って受ける予歪（塑性ひずみ）量、

破壊時の歪速度を設定する。例えば非

線形動的解析で求められた最大値 

(2) (1)で設定した予歪を受けた鋼材に

(1)で設定した歪速度が作用した場合

の、鋼材の降伏強度上昇量（⊿σY）、

引張強度上昇量（⊿σT）を、推定する。

（推定式は報告書参照） 

(3) 鋼材靭性の遷移温度カーブ上昇量と

関係がある"流動応力上昇量（⊿σ

fAD）"を次式で算出する。     

⊿σf
AD = （⊿σY + ⊿σT）/2 

(4)  得られた流動応力上昇量（⊿σf
AD）を

用いて、報告書図  6.13 より"遷移温

度上昇量⊿TADを推定する。 

(5)  予歪を受けていない鋼材の靭性値カ

ーブを"遷移温度上昇量⊿TAD"だけ移

動させたものを、(1)で設定した予歪

（塑性ひずみ）量、歪速度を受ける鋼

材の靭性値カーブとして評価に用い

る。 

(6) 対象箇所の作用ひずみ、き裂寸法を設

定し、(5)の靭性値カーブを用いて評

価する。 

6.3 照査事例 

骨組み解析の結果を用いた照査を以下に示

す。 

1) 評価温度におけ必要CTOD値の算出 

(1) 構造要素の要求マクロひずみは以下

の値とする（ｅmacroR）…① 

 ｅmacro
R＝φ×H/2   

   =1.76E-3 

φ:曲率、H:桁総高(=腹板高+フラ

ンジ高)、WES2808式 解2.3.1

（WES2808本文P.16参照） 

(2) 破壊想定部位のひずみ集中係数（Kε）

の定義と要求局所ひずみの算出 

（ｅlocal
R）…② 

 ｅlocal
R＝Kε・ｅmacro

R＝1.76E-3 ;未

溶着部が照査対象なのでKε＝1を

定義 

(3) 未溶着部のK値の算出と等価なき裂寸

法（ａ）の算出…③ 

Ｋ＝σ√(πa) [MPa√m]  ; 

a=12[mm]（未溶着長24mm、板厚25mm）

6.4項 十字継手の不溶着部のK値算

出簡易手法より 

 a＝14.3[mm]; Kが等価となる無

限板貫通き裂寸法 

(4) 必要CTOD値の値の算出…④ 

δR
struct＝εYa a（π/2）(ｅlocal

R／εY)
2 

 ・・・（ｅlocal ≦εY） 

δR
struct＝εYa a（π/8）{9(ｅlocal

R／ε

Y)‐5} ・・・（ｅlocal ＞εY）＝0.035 

[mm]; WES2808式14（WES2808本文

P.10）を用いて算出する。局所ひずみ

が弾性の場合と塑性の場合とでは適

用する式が異なることに注意が必要。 

(5) 塑性拘束補正係数の算出（β）…⑤⑥ 

β＝1.0 、β・δRstruct＝0.035 

[mm]; 力学モデル（平面応力＆貫通

き裂）とCTOD（平面ひずみ）の差異を

補正する係数である。未溶着部K値の

算出は平面ひずみ解析であるため、こ

こでは、β＝1.0とした。 

2) 動的および予ひずみによる温度移行量の算

出 

(1)  構造要素の予ひずみ（Kε・εskel）、

…①' 



 ; 動的解析より算出 

 Kε・εskel＝1.58E-3 

(2)  Kε・ｅ'macro＝1.05E-3ひずみ速度(2) 

（Kε・ｅ'macro）の算出 

(3)温度移行量の算出（ΔTPD）…② 

 ΔTPD＝14[℃];予ひずみ、ひずみ速

度、動的負荷による強度上昇によ

り算出（WES2808式3～式10

（WES2808本文P8、9）参照） 

3) 要求シャルピー値算出 

 vE（T－ΔTP＋ΔT）＝250・δc、3P

（T‐ΔTP） 

 ここで T＝-15[℃]     

 ΔTP＝14[℃]  

 ΔT＝123‐0.19σYo(To)‐6√

t ・・・シャルピー⇔CTODの板厚

換算 

; WES2808式11（WES2808本文P9）

により必要CTODから要求シャルピ

ー値を算出する。

ただし可能の限りCTODを用いるこ

とを推奨する。 

以上から 

vE(-15-14+25)＝250・0.035 

 vE(-4)＝8.7  [J]  

 vE(0)＝11.0  [J]  

4) 結論 

隅角部については、塑性化が起こらない状態

では、ひずみ速度、予ひずみは小さく、温度

シフト量は小さい。従って要求シャルピー値

は11Jと小さく、脆性破壊の危険性は小さいこ

といえる。しかし、骨組み解析、シェル解析

でも局部のひずみ R
locale の評価は難しく、実際

には塑性化が起こる場合も想定される。さら

に大きな未溶着が存在し、要求シャルピー値

が上昇すれば、低シャルピーの鋼材を用いた

橋脚では対策をとる必要が出てくる可能性も

ある。いずれにしても、本照査の中身に対す

る検証等も実施し、照査の精度を改善してい

く必要である。 

7. まとめ 

鋼製橋脚に対するレベル２地震時の耐震性

評価は確立されているとはいえず、問題点、

留意点の抽出と、解析によるそれらの評価、

そして推奨される橋脚のモデル化、照査法の

提示を試みた。耐震性の評価法については、

今後も研究が続けられ、簡便で精度が高い照

査手法が確立されていくと考えられる。また

溶接部の脆性破壊については、定量的な判断

ができる段階ではない。レベル２地震時FEM解

析結果等を用いた手順を示した。今後、本WG

で得られたデータが活用され、大地震時の耐

震照査方法が改良され、既設鋼製橋脚の維持

管理、被害防止に役立てば幸いである。 
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